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行政改革大綱実施計画及び集中改革プラン

表示の仕方 　　　　　　＝実施　　　　　　　実施及び試行期間も含みます。

　　　　　　＝廃止・縮小　　　終期を定めた上での実施することを示します。

　　　　　　＝継続　　　　　　　終期を定めず、継続して取り組むことを示します。

　推進段階下段数値＝効果額（単位；千円）

1　変革の時代に対応する持続的･効果的な行政経営基盤の確立

(1)行政施策の重点化と効率化

① 行政評価の導入

H18 H19 H20 H21 H22

１ 行政評価事務 行政評価制度

(1) の導入 総務課

1

② 事務事業の再編・整理、廃止・統合等

１） 廃止

H18 H19 H20 H21 H22

１ 訪問理容 訪問理容サービス

(1) サービス事業 事業の廃止 健康福祉課

2 8 8 8 8
１ 家族介護慰労 家族介護慰労事業

(1) 事業 の廃止 健康福祉課

3 100 100 100

２） 縮小

H18 H19 H20 H21 H22

１ 福祉電話貸与 福祉電話貸与事業

(1) 事業 の縮小 健康福祉課

4
１ 乳幼児医療費 医療費助成の

(1) 助成事業及び 見直し 健康福祉課

母子･父子医療費

5 助成事業

8 108 108 108

担当課事務事業名

福祉電話貸与事業の新規
貸与中止

19年度から廃止

廃止に向け協議

取組みの内容

事務事業名 取組みの内容

No. 取組事項

所得制限・年齢制限等を
県制度への準拠

効率的で改善可能な事務事
業のために事務事業評価制
度を導入し、順次行政評価を
導入する。

取組みの内容

No. 事務事業名 取組事項

担当課
推進段階

推進段階

推進段階
担当課

No. 取組事項
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３） 改善

H18 H19 H20 H21 H22

１ 各種補助事業 補助金等の適正化 各補助金の総見直し

(1) ○縮小

6 　　夏祭り補助金 教育委員会

　　かつおの国の花火大会実行委員会補助金 水産商工課

100

　　四万十川水域居住環境保全推進事業費 環境課

補助金

○統合

　　体育会補助金　　 教育委員会

○廃止

　　久礼の朝市トイレ設置補助金 100 100 100 100 水産商工課

　　大野見地区防犯灯整備工事補助金 200 200 200 200 水産商工課

　　高知県西部NPO支援ネットワーク補助金 79 79 79 79 企画課

　　遺族会補助 30 30 30 30 町民課

　　カルスト牧場放牧補助金 900 900 900 900 農林課

　　高南地域畜産フェスティバル協賛金 50 50 50 50 農林課

　　橋梁架替工事補助金 609 609 609 609 農林課

　　高知県保育所経営管理者協議会負担金 17 17 17 17 教育委員会

　　かつおの国の花火大会実行委員会補助金 200 200 200 水産商工課

　　若者定住住宅補助金 2,000 2,000 企画課

　　四万十川水域居住環境保全推進 環境課

      事業費補助金 (※21年度目処）

○検討継続

　　アメゴ釣りな祭 農林課

　　町民運動会補助金 教育委員会

　　新米フェスタ補助金 農林課

　　土づくり補助金 農林課

　　営農協議会補助金 農林課

　　大野見地区敬老会助成金 健康福祉課

　　老人クラブ連合会補助金 健康福祉課

　　単位老人クラブ補助金 健康福祉課

※運営費的補助等で重点的な検討が必要なもの

　　中土佐町社会福祉協議会補助金 健康福祉課

　　中土佐町商工会補助金 水産商工課

　　精神障害者小規模通所授産施設運営補助金 健康福祉課

　　大野見青年の家負担金 教育委員会

１ 水産関連補助金

(1) 事業事務 水産商工課

7
１ 縦割り的対応改善と

                  接遇改善

(1) 証明書交付事務時間の延長 町民課

8                  検討・実施

2,085 2,185 4,185 4,185

各種団体が行う国
県補助事業の事務
手続きの見直し

漁業団体が行う国県補助事
業に伴う事務の行政主導か
ら該当団体主導への変換

窓口サービスの充
実及び提供方法の
見直し

各種証明書交
付事務

担当課
推進段階

No. 事務事業名 取組事項 取組みの内容
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４） 拡充

H18 H19 H20 H21 H22

１ 耐震対策事業 防災対策の強化① 公共施設･特に教育施設

(1) の耐震対策の強化 各課

9
１ 耐震対策事業 防災対策の強化② 避難所の確保

(1) （集落集会所など 各課

10 耐震調査･補強工事）

１ 防災対策事業 防災対策の強化③ 危機管理体制の構築

(1) 総務課

11
１ 社会教育事業 教育の充実・強化 生涯学習団体の育成と

(1) （生涯学習推進） 地域間交流 教育委員会

12 健康福祉課

１ 国土調査事業 地籍調査の推進 委託化・人員体制の

(1) 充実により早期完了化 施設管理課

13

５） 新規

H18 H19 H20 H21 H22

１ 電算事務 電算業務の広域化 電算業務の広域事務化の

(1) 可能性の検討 企画課

14

③ 組織体制の見直し

H18 H19 H20 H21 H22

１ 課等設置事務 課配置の見直し

(1) 各課

15

１ 福祉･保険事務 保険・医療・福祉 町民課

(1) 部門の連携強化 健康福祉課

16

１ 緊急的・重点的 業務のプロジェクト 業務のプロジェクト制の

(1) 事業 制の検討・導入 検討・導入 企画課

17 例）庁舎改修事業・ 総務課

 まちづくり交付金事業・

 新港背後地計画

保険・医療・福祉部門の
連携を強化するため係の
再編成

No.

推進段階
担当課

推進段階
担当課

取組事項 取組みの内容 担当課
推進段階

事務事業名

分庁方式をはじめとし、大野
見保健センター・青年の家・
大野見庁舎等取り扱い業務・
使用方法について改善とあ
わせ、課の統廃合を行う。

No. 事務事業名 取組事項 取組みの内容

No. 事務事業名 取組事項 取組みの内容
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④民間委託等の推進

　公の施設に係る取組状況

　１）平成１６年度末時点における公の施設の管理状況

指定管理者
制度導入済

管理委託
制度導入済

計

2 6

2 20

12

5

4 10

20 22

5

1

2 26 81

参考資料；別添資料①「公の施設の管理状況及び今後の検証」　

　　　　　　　別添資料②「公の施設以外の施設の管理状況と今後の検証

　地域コミュニティ
　施設

　産業振興施設

　文教施設

　医療･社会
　福祉施設

施設の区分

　レクリエーション
　･スポーツ施設

　法律において管
　理主体が限定さ
　れている施設

　その他

合計

5

21

4

全部直営
（委託していない）

4

612

業務委託
実施済

1

32

　基盤施設

2

6

8

1

4

5



　２）21年度までの取り組み目標

　検討の区分 施設数

　廃止 - 0

　民間譲渡 - 0

大北集会場 野老野公民館

大坂地区多目的集会所 デイ･サービスセンター

上和田集会所（元共同作業所） 久礼浦分高齢者コミュニティーセンター

喜田多目的集会所 上ノ加江老人憩いの家

下ル川集落センター 久礼老人憩いの家

笹場集会所 小規模通所授産施設

神母野集落センター 黒潮工房

長沢地区多目的集会所 黒潮本陣

灰原集会所 コテージ

萩中集落センター 四万十源流の家

槇野々集会所 バンガロー

道の川交流館 黒潮ふれあいセンター（ふたな）

大野見南地区老人憩いの家 緋扇貝畜養施設

吉野集会所 ライダーズイン中土佐

吉野老人憩いの家 上ノ加江農業構造改善センター

久万秋公民館 農産物集出荷施設

奈路公民館 農産物加工販売施設（風工房）
　以上18年度　

-

水平廟共同墓地 納骨堂 杜仲葉等加工施設

火葬場 上ノ加江診療所
鎌田農業集落排水施設 矢井賀高齢者コミュニティーセンター
簡易給水施設 保健センター
簡易水道施設 鎌田老人憩いの家
ストックヤード施設 久礼テニスコート
町有墓地 コミュニティー公園
七浦不燃物埋立処理場  コミュニティーセンター（町民交流会館）

栂ノ川不燃物埋立処分場 医師住宅
奈路地区農業集落排水施設 改良住宅
美術館 教員住宅
竹原体育館 公営住宅
寺野体育館 単独住宅
大野運動公園 特定公共賃貸住宅
大野見体育館 内水面種苗中間育成施設
スポーツ文化センター 海の家
大野見四万十民俗館 大規模ゴカイ養殖場
久礼保育所 縫製関係等共同作業場
文化館 遊漁ふれあい施設
大野見保育所 共同利用ハウス
上ノ加江保育所 食鳥処理施設
人権啓発センター 地力増進施設
　　（児童館、隣保館含む） 農林産物処理加工施設
大野見保健福祉センター

44

施設名と目標の時期・内容

34

0

3

　業務委託

　管理のあり方検討

　指定管理者制度導入

　現行の管理運営
　　方法を継続
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　その他の事務事業に係る取組状況

　１）平成16年度末及び17年度末時点における事務事業の委託状況

(その他＝税パンチ・文書配布）
※合併により、旧町村の合計値を掲載

全
部
委
託

一
部
委
託

事
務
事
業
数

全
部
委
託

一
部
委
託

事
務
事
業
数

全
部
委
託

一
部
委
託

事
務
事
業
数

全
部
委
託

一
部
委
託

事
務
事
業
数

① 本庁舎の清掃 1 1 1 1 1 1 2 2 2

② 本庁舎の夜間警備 1 1 1 1 2 2 2 2

③ 案内・受付 1 1 2 0

④ 電話交換 1 1 2 0

⑤ 公用車運転 1 1 1 1 2 1 1

⑥ し尿処理 0

⑦ 一般ごみ収集 3 3 1 1 4 4 4 4

⑧ 学校給食（調理） 3 1 4 4

⑨ 学校給食（運搬） 1 1 1 1 2 1 2

⑩ 学校用務員事務 6 3 9 9

⑪ 水道メータ検針 13 13 1 1 14 14 14 14

⑫ 道路維持補修・清掃等 2 2 2 2 2 2 4 2 2

⑬ ホームヘルパー派遣 1 1 1 1 0

⑭ 在宅配食ｻｰﾋﾞｽ 1 1 1 1 1 1

⑮ 情報処理・庁内情報システム維持 2 2 2 2 4 4 2 2

⑯ ホームページ作成・運営 1 1 1 1 2 1

⑰ 調査・集計 1 1 2 1

⑱ 総務関係事務（給与、旅費、福利厚生等） 1 1 1

⑲ その他 2 2 2 2 2 2

25 2 41 8 2 19 33 4 60 31 0 48合計

事務事業の種類

16年度末 1７年度末

旧中土佐町 旧大野見村 合計 中土佐町

7



　２）取り組み目標

H18 H19 H20 H21 H22

１ 障害者生活支援 障害者生活支援

(1) センター事業 センター業務 健康福祉課

18
１ 地域包括支援 地域包括支援

(1) センター事業 センター業務 健康福祉課

19
１ 生活習慣病 健診業務

(1) 対策事業 健康福祉課

20 （健康診査）

１ 広報紙編集事務 広報紙編集業務 編集委員会または印刷業

(1) 　一部委託 者、個人などへの委託化 企画課

21 の試行と実施

１ 給食事業 給食業務

(1) 教育委員会

22

１ 資源物再生 発泡スチロール資源化

(1) 事業 環境業務 及び蛍光管処理の委託

23 化実施 環境課

１ 水道事業 水道事業の技術的業務等

(1) 水道事業 委託の検討 環境課

24
１ 給与・福利厚生 給与・福利厚生 給与計算等の内部事務・

(1) 事務 業務 定型的業務の民間委託 総務課

 25 化の検討

１ 各種証明書発行 証明書発行業務 郵便局等への委託化に

(1) 事務 ついて検討 町民課

26

⑤ 特別会計の経営健全化

H18 H19 H20 H21 H22

１ 介護保険事業 介護保険料の

(1) 抑制化 健康福祉課

27
１ 水道事業 水道事業の安定

(1) 経営対策 環境課

28
１ 下水道事業 下水道事業の安定

(1) 経営対策 環境課

29
１ 国民健康保険

(1) 事業及び 町民課

30 老人保健事業

施設状況等総合的に分析し
たビジョン策定。安定供給へ
の料金体系の見直し。

事務事業名

No. 取組事項 取組みの内容事務事業名

20年度の制度改正に
向けた体制･組織の
強化、施策の充実。

病院等への健診業務の
委託化検討・実施

専門知識を有する社会
福祉法人等への委託化
検討・実施

社会福祉法人等への
委託化検討・実施

担当課

加入率85％を目標に接続
促進を図り財源を確保。
効率的な施設運営。

将来予測を見据えた介護予
防の推進

取組みの内容No. 取組事項

国民健康保険・老
人保健事業の健全
な運営

担当課
推進段階

推進段階

給食実施校の拡大に伴う運搬業
務については、委託により実施。
将来的な学校給食の民営化及
び・用務員の臨時職員化に向
け、正規職員及び非常勤職員の
欠員時に、非常勤職員及び臨時
職員で対応し現業職全体で調整

8



⑥ 第三セクターの見直し

H１７．３．３１時点における第三セクター法人

（財）中土佐町地域振興公社 　・　（財）大野見村総合振興公社　・　四万十の村

17年度～21年度までの5年間の見直しの実績と実施予定

　事業の民間譲渡 18年度

 　完全民営化
　（出資引き上げ）

　その他の統合

　その他の廃止 18年度

　その他

H18 H19 H20 H21 H22

１ 黒潮本陣等事業 黒潮本陣等の 指定管理者への移行 水産商工課

(1) 　　健全運営 経営診断の実施

31 経営状況等の公開への指導

1 三セク廃止 水産商工課

(1) 四万十源流の家 指定管理者の公募

32 事業 新指定管理の開始

監査および点検評価の実施状況と今後の整備目標

　（１）16年度末及び17年度末における第三セクター法人数① （３） （参考）

①のうち関与法人（注１）の数 （３）

　　このうち外部監査体制（注２）のある法人数 （０）
　　このうち委員会等（注３）による定期的な （０）
　　　　　　　点検評価（注４）がなされている法人数

　（２）18年度～２１年度までの5年間の取組み目標

注

事務事業名 取組みの内容
推進段階

町が４６％出資する「四万十の村」については、15年度から事業停止している。利益を生む業
種目が見当たらず、建設設備土地を賃貸し,累積負債の償還に充当している。当面は、賃貸を
継続し、償還していく。

担当課

四万十源流の家
改修工事費等の

縮減

（財）大野見村総合振興公社

No. 取組事項

４．「点検評価」とは、上記の委員会等が、第三セクターの事業の必要性や妥当性を確認するとともに、経営諸
指標の分析等を行い、事業内容の見直しの必要性や事業の効率性等について評価を行うことをいいます。

目標時期

受託業務として行っていた施設管理運営を指
定管理者として指定する
　（財）中土佐町地域振興公社

対象となる第三セクター名、見直しの内容

　中土佐町地域振興公社　　　21年度までに委員会等を設置し、経営諸指標の分析を行い健全な法人経営を
目指す。

　検討の区分

①のうち関与法人以外の法人
で委員会等による定期的な点
検評価がなされている法人数
（関与法人以外の法人　なし）

１．「関与法人」とは監査の対象となる法人のことで、地方公共団体の出資比率が２５％以上、または財政的支
援を行っている法人のことをいいます。

２．「外部監査」とは、財務管理や事業の経営管理等に優れた知識を有する弁護士、公認会計士等が地方公共
団体と監査に係る契約を締結したうえで行う監査のことです。

３．「委員会等」とは、法人の経営改善等のために、出資している地方公共団体が、関係部局、公認会計士等
の経営に関する有識者、法人の経営責任者等を構成員として設置する委員会・審議会等をいいます。
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情報公開実施状況及び取組み目標

　（１）16・17年度末における下記項目について情報公開を行っている第三セクター法人数

財務諸表の概要

財政支援の状況・必要性・今後の見通し

点検評価の結果

　（２）18年度～２１年度までの5年間の取組み目標

中土佐町地域振興公社　　21年度までに可能な範囲の情報をホームページに掲載する。

 ⑦ 行政の情報化の推進

H18 H19 H20 H21 H22

１ 地図情報事務 GISの導入による 横断的立場で、費用対効 企画・税務

(1) 情報化･効率化 果と長期的な視野をもっ ・建設・環境・

33 て、導入内容を決定後、 施設・福祉

導入

１ 文書取扱い事務 セキュリティに関す 文書取り扱い規定の整備

(1) る職員への周知 と合わせ、管理体制の強 総務課

34 徹底 化と啓蒙 企画課

（２）定員管理及び給与等の見直し

①定員の見直し

H18 H19 H20 H21 H22

１ 人事事務 定員適正化計画

(2) 策定と実施 総務課

1 39,273 27,263 36,673 64,612 25,966

②平成11.4.1～平成16.4.1までの純減実績

取組みの内容

No. 取組みの内容

担当課No. 取組事項

取組事項事務事業名

事務事業名

担当課

（財）中土佐町地域振興公社につ
いては、担当課において請求に応
じて閲覧できるようにしている。

22年度末に18年度当初比△12.8
（※集中改革プランにおいては、
22年4月1日時点で17年度比△
9.8％）を達成する定員適正化計
画を策定し定員適正化をはか
る。

推進段階

推進段階

H17.4.1③ 純減数①-③

旧中土佐町 109 110 -1 -0.9% 108 1

旧大野見村 42 38 4 9.5% 35 7

小計 151 148 3 2.0% 143 8

旧中土佐町 21 14 7 33.3% 15 6

旧大野見村 6 6 0 0.0% 5 1

小計 27 20 7 25.9% 20 7

旧中土佐町

旧大野見村

小計

130 124 6 4.6% 123 7

48 44 4 8.3% 40 8

178 168 10 5.6% 163 15

※参考平成11.4.1
①

平成16.4.1
②

純減数
①-②

純減率

一般行政部門

特別行政部門

公営企業会計

旧中土佐町　合計

旧大野見村　合計

合　　計

一般行政部門へ含めている。
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③数値目標

17.4.1職員数及び18.4.1職員数については、地方公共団体定員管理調査報告数値を記載。
「採用者数･退職者数」は、各年度内の見込み者数を記入。

163　人 147 人17.4.1時点の総職員数 22.4.1時点の目標総職員数

H１７ H１８ H１９ H２０ H２１ H２２

4.1 4.1 4.1 4.1 4.1 4.1 計 対17.4.1

-10 -2 -3 -6 -4 △ 25

0 1 2 2 2 7

-10 -1 -1 -4 -2 -18 -13.6%

　 職員数 132 122 121 120 116 114 -

採用者数 0 0 2 2 2 2 8

退職者数 5 2 3 6 2 18

-3 -1 -1 0 0 △ 5

2 0 0 0 0 2

-1 -1 -1 0 0 △ 3 -15.0%

　 職員数 20 19 18 17 17 17 -

採用者数 1 0 0 0 0 0 1

退職者数 3 1 1 0 0 5

0 0 0 0 0 0

4 1 0 0 0 5

4 1 0 0 0 5 45.5%

11 15 16 16 16 16 -

採用者数 0 0 0 0 0 0 0

退職者数 0 0 0 0 0 0

-13 -3 -4 -6 -4 △ 30

6 2 2 2 2 14

-7 -1 -2 -4 -2 △ 16 -9.8%

　 職員数 163 156 155 153 149 147 -

採用者数 1 0 2 2 2 2 9

退職者数 8 3 4 6 4 25

計

　減員
-

　増員

　差引

-

-

公
営
企
業
等
会
計

　減員
-

　増員

　差引

　職員数

特
別
行
政
部
門

　減員
-

　増員

　差引

-

　　　　　　　　　　　年度
　行政区分

17.4.1～22.4.1

一
般
行
政
部
門

　減員
-

　増員

　差引

-
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④給与等の見直し

H18 H19 H20 H21 H22

１ 給与事務

(2) 総務課

２

本町における現在の状況は次のとおりです。

No. 取組事項 取組みの内容事務事業名

給与制度の適正な
運用と公表

政府主導の給与構造改革に準じ
た改革を徹底するとともに、給与
情報等の情報公開等により根拠
や決定過程の透明性をはかる。

技能労務職の給与 行政職給料表（二）

なし

勤続年数４５年
支給率５９．２９

勤続年数４５年
支給率５９．２９

担当課

国の制度

制度なし

本町の状況

制度なし

なし

勤続年数４５年
支給率５９．２８

推進段階

制度なし

制度なし

なし

勤続年数４５年
支給率５９．２８

　　その他の手当

○手当の現状
　管理職手当　　　　　　 期末勤勉手当
　扶養手当　　　　　　　　住居手当
　通勤手当　　　　　　　　時間外勤務手当
　休日勤務手当　　　　　日直手当
　超過勤務手当　　　　　管理職特別勤務手当
　
○不適切とされる手当の状況
　　　　　　　　なし

-

技能労務職給料表を国の行（二）

項　　目

不適正な昇給運用
　　一斉昇短・運用
　　昇短等の制度・
　　運用

　　退職時
　　　　特別昇給

級別職務分類表に
適合しない級への
格付け等の見直し

退職手当の支給率
　　自己都合

　　定年・勧奨

諸手当の状況
　　特殊勤務手当

12



定員･給与の公表状況

平成１７年１２月

広報紙

独自

（３）人材育成の推進

① 職員の能力向上

H18 H19 H20 H21 H22

１ 職員研修事務 人材育成基本方針

(3) 　　の策定・実施 総務課

1

１ 人事評価事務 人事評価システム

（3） 　の確立 総務課

２

② 地域力の向上

H18 H19 H20 H21 H22

１ 高齢者・障害者 障害者・高齢者の 高齢者・障害者等を地域で

(3) 福祉サービス 地域での支えあい 支える意識を醸成し、住民 健康福祉課

3 事業 支援 自治組織づくりまたは自治

組織と連携する。

１ 住民自治支援 出前講座開催 町民の発案･要請により、

(3) 事業 行政状況、サービス内容 企画課

4 等についての講座開催

取組事項 取組みの内容事務事業名 担当課

17年度の公表実績

推進段階

公表媒体

No.

No. 取組事項事務事業名

人材育成基本方針の策定と
積極的な能力開発の実施

人事院勧告の主旨に沿っ
た、昇給・勤勉手当の成績資
料となる人事評価システムの
確立

取組みの内容 担当課
推進段階

国の公表様式への準拠

主な公表内容

今後の公表計画

公表年月日

18年度から広報紙及びホームページにおいて総務省様式準拠の
公表を実施する。

人件費額と比率･給与の状況･平均給料月額・初任給及び経験年
数別学歴別平均給料･級別職員数・各手当月額・時間外勤務手
当･期末勤勉手当及び退職手当支給率・特別職の報酬等の状況
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（４）自主性自立性の高い財政運営の確保

① 行財政改革計画策定と公表

H18 H19 H20 H21 H22

１ 予算･財務事務 行財政改革計画 行財政改革計画を策定し

(4) の策定と公表 公表 総務課

1

② 歳出の抑制

H18 H19 H20 H21 H22

１ - 職員の意識づくり

(4) ひとづくり 総務課

2

１ 管財事務 公用車台数の削減

(4) 総務課

3

１ 管財事務 消耗品の一元管理

(4) 総務課

4

１ 青少年育成事業 大野見青年の家

(4) 受託のあり方 教育委員会

5

③ 歳入の確保

H18 H19 H20 H21 H22

１ 税･料金等徴収 税・料金の収納率 税務課

(4) 事務 の向上 町民課

6 環境課

１ 管財事務 未使用財産の活用

(4) （土地） 施設管理課

7 1,000 1,000 1,000

1,000 1,000 1,000

事務事業名

事務事業名
推進段階

No. 取組事項

No. 取組事項 取組みの内容

事務事業名

町税等、収納状況について
迅速に現状を把握し、滞納を
できるだけ未然に防ぐよう相
談等、早期の細やかな対策
を徹底し、収納率の向上をは
かる。

No. 取組事項

特定目的外の遊休土地の売
却促進による未使用財産（土
地）の活用

担当課
推進段階

取組みの内容

担当課

担当課

公用車の余剰となっている台
数を減らし、また共用できる
車を増やし、職員数・課室数
の減少に合わせて漸次削減
していく。

各課で行われている消耗品
管理を一元管理し、経費削減
をはかる。

経常経費の削減･廃棄ごみ
の削減・再資源化の推進等
を通じて、歳出抑制への職員
の意識づくりを行う。

取組みの内容
推進段階

「大野見青年の家」施設の経
費負担の増大を回避する管
理・活用のあり方検討
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２　地域力を発揮・醸成するまちづくりの推進

（１）町民の参加・参画の機会の拡充

① 町民の参加・参画の機会の拡充

H18 H19 H20 H21 H22

２ 各種計画策定 各事業計画時への

（１） 事務 参加機会の推進 各課

1

２ 公聴事業 行政懇談会の実施 町の全体計画･方針･地域

（１） 固有の問題解決等につい 各課

2 て3地区で実施する。

（２）情報提供の推進

① 情報提供の推進

H18 H19 H20 H21 H22

２ 広報事業 ホームページ 議会だより・議事録のHPへ

（2） の充実 の掲載をはじめとし、行政 企画課

1 情報の入手を容易にする。

（３）町民等との協働の推進

① 町民等との協働の推進

H18 H19 H20 H21 H22

２ 普及･啓発事業 ボランティア・NPO 主体的な社会貢献団体とし

（3） についての啓発と てのNPOへの理解と関心 企画課

1 普及 を深める機会を設け、主体

的な住民活動を促進する。

２ 住民自治支援 協働への 主体的地域づくり活動

（3） 事務 地域づくり支援 　　支援 企画課

2
２ 住民自治支援 町民発案実施事業 町民発案による事業への

（3） 事務 への支援 助成制度創設 企画課

3
２ 住民自治支援 地域づくり交付金 試行的に、権限と財源の一

（3） 事務 　の導入 部を地域に委譲し、町民主 企画課

4 体の地域経営を実施する。

２ 公園管理業務 公共広場の周辺地域 地域・常会等への無償

（3） 等への管理委託 （又は安価な）管理委託 施設管理課

5 の検討実施

39,273 29,356 39,966 69,905 31,259

事務事業名No. 取組事項 取組みの内容

担当課

No. 取組事項 取組みの内容 担当課事務事業名

事務事業名No. 取組事項 取組みの内容

担当課

推進段階

推進段階

推進段階

各種委員会への公募制の委
員枠の設置や公開可能な委
員会について公開制の周知
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【別添資料①】
公の施設の管理状況及び今後の検証

（１）施設区分
　Ⅰ＝　「レクリエーション・スポーツ施設」…野球場、体育館、ﾃﾆｽｺｰﾄ、ﾌﾟｰﾙ、海水浴場、など
　Ⅱ＝　「産業振興施設」…情報提供施設、展示場施設、見本市施設、開放型研究施設　など
　Ⅲ＝　「基盤施設」…水道施設、下水道終末処理場、公園、広場、墓地、納骨堂、火葬場、公衆便所、公営住宅　など
　Ⅳ＝　「文教施設」…町民会館、文化会館、美術館、海・山の家、コミュニティセンター、児童センター、集会所　など
　Ⅴ＝　「医療・社会福祉施設」…病院、老人福祉センター　など

　Ⅵ＝　「地域コミュニティ施設」
　Ⅶ＝法律において管理主体が限定されている施設
　Ⅷ＝その他

（２）16年度末・（３）17年度末時点の管理運営状況 （４）各年度の取組み目標
　１＝指定管理者制度導入済 　①＝廃止
　２＝管理委託制度導入済 　②＝民間譲渡
　３＝業務委託実施済 　③＝指定管理者制度導入
　４＝全部直営（委託していない） 　④＝業務委託

　⑤＝管理のあり方の検討
　⑥＝現行の管理運営方法を継続

 （※公の施設とは、（1)住民の福祉を増進する目的をもち、(2)住民の利用に供するもので、(3)地方公共団体が条例により設置するという３つの条件を

　すべて満たす施設をいいます。従って、町が事務を行う庁舎等や３つの条件をすべて満たしていない施設（都市公園以外の児童遊園、公衆便所等）
　は公の施設以外の施設となります。公以外の施設については、別シートの一覧となっています。） 
　　　なお、今回の調査では、小中学校、道路、河川等は含めていません。

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

1 四万十源流の家 水産商工課 Ⅱ 1 1 3 3 3 3 3
2 バンガロー 水産商工課 Ⅱ 1 1 3 3 3 3 3
3 デイ･サービスセンター 健康福祉課 Ⅴ 2 2 3 3 3 3 3
4 上ノ加江老人憩いの家 健康福祉課 Ⅴ 2 2 3 3 3 3 3
5 久礼老人憩いの家 健康福祉課 Ⅴ 2 2 3 3 3 3 3
6 小規模通所授産施設 健康福祉課 Ⅴ 2 2 3 3 3 3 3
7 大北集会場 企画課 Ⅵ 2 2 3 3 3 3 3
8 大坂地区多目的集会所 企画課 Ⅵ 2 2 3 3 3 3 3

NO. 施設名
担当課

（H18.3.31）
時点

（1）
施設区分

（２）
H16年度末

（H17.3.31）に
おける管理
運営状況

（３）
H17年度末
（H18.3.31）
における管
理運営状況

（４）各年度の取組み目標
　今後の検討事項
　での特記事項
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18年度 19年度 20年度 21年度 22年度
NO. 施設名

担当課
（H18.3.31）

時点

（1）
施設区分

（２）
H16年度末

（H17.3.31）に
おける管理
運営状況

（３）
H17年度末
（H18.3.31）
における管
理運営状況

（４）各年度の取組み目標
　今後の検討事項
　での特記事項

9 上和田集会所（元共同作業所） 企画課 Ⅵ 2 2 3 3 3 3 3
10 喜田多目的集会所 企画課 Ⅵ 2 2 3 3 3 3 3
11 下ル川集落センター 企画課 Ⅵ 2 2 3 3 3 3 3
12 笹場集会所 企画課 Ⅵ 2 2 3 3 3 3 3
13 神母野集落センター 企画課 Ⅵ 2 2 3 3 3 3 3
14 長沢地区多目的集会所 企画課 Ⅵ 2 2 3 3 3 3 3
15 灰原集会所 企画課 Ⅵ 2 2 3 3 3 3 3
16 萩中集落センター 企画課 Ⅵ 2 2 3 3 3 3 3
17 槇野々集会所 企画課 Ⅵ 2 2 3 3 3 3 3
18 道の川交流館 企画課 Ⅵ 2 2 3 3 3 3 3
19 大野見南地区老人憩いの家 企画課 Ⅵ 2 2 3 3 3 3 3
20 吉野集会所 企画課 Ⅵ 2 2 3 3 3 3 3
21 吉野老人憩いの家 企画課 Ⅵ 2 2 3 3 3 3 3
22 久万秋公民館 企画課 Ⅵ 2 2 3 3 3 3 3
23 奈路公民館 企画課 Ⅵ 2 2 3 3 3 3 3
24 野老野公民館 企画課 Ⅵ 2 2 3 3 3 3 3
25 久礼浦分高齢者コミュニティーセンタ健康福祉課 Ⅵ 2 2 3 3 3 3 3
26 黒潮工房 水産商工課 Ⅱ 3 3 3 3 3 3 3
27 黒潮本陣 水産商工課 Ⅱ 3 3 3 3 3 3 3
28 コテージ 水産商工課 Ⅱ 3 3 3 3 3 3 3
29 黒潮ふれあいセンター（ふたな） 水産商工課 Ⅱ 3 3 3 3 3 3 3
30 緋扇貝畜養施設 水産商工課 Ⅱ 3 3 3 3 3 3 3
31 ライダーズイン中土佐 水産商工課 Ⅱ 3 3 3 3 3 3 3
32 上ノ加江農業構造改善センター 農林課 Ⅱ 3 3 3 3 3 3 3
33 農産物集出荷施設 農林課 Ⅱ 3 3 3 3 3 3 3
34 農産物加工販売施設（風工房） 農林課 Ⅱ 4 4 3 3 3 3 3
35 水平廟共同墓地 環境課 Ⅲ 4 4 5 5 5 5 5
36 納骨堂 環境課 Ⅲ 4 4 5 5 5 5 5
37 竹原体育館 教育委員会 Ⅰ 2 2 6 6 6 6 6
38 寺野体育館 教育委員会 Ⅰ 2 2 6 6 6 6 6
39 矢井賀高齢者コミュニティーセンター健康福祉課 Ⅵ 2 2 6 6 6 6 6
40 内水面種苗中間育成施設 水産商工課 Ⅱ 3 3 6 6 6 6 6
41 大規模ゴカイ養殖場 水産商工課 Ⅱ 3 3 6 6 6 6 6
42 縫製関係等共同作業場 水産商工課 Ⅱ 3 3 6 6 6 6 6
43 遊漁ふれあい施設 水産商工課 Ⅱ 3 3 6 6 6 6 6
44 火葬場 環境課 Ⅲ 3 3 6 6 6 6 6
45 鎌田農業集落排水施設 環境課 Ⅲ 3 3 6 6 6 6 6
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18年度 19年度 20年度 21年度 22年度
NO. 施設名

担当課
（H18.3.31）

時点

（1）
施設区分

（２）
H16年度末

（H17.3.31）に
おける管理
運営状況

（３）
H17年度末
（H18.3.31）
における管
理運営状況

（４）各年度の取組み目標
　今後の検討事項
　での特記事項

46 簡易給水施設 環境課 Ⅲ 3 3 6 6 6 6 6
47 簡易水道施設 環境課 Ⅲ 3 3 6 6 6 6 6
48 ストックヤード施設 環境課 Ⅲ 3 3 6 6 6 6 6
49 七浦不燃物埋立処理場 環境課 Ⅲ 3 3 6 6 6 6 6
50 栂ノ川不燃物埋立処分場 環境課 Ⅲ 3 3 6 6 6 6 6
51 奈路地区農業集落排水施設 環境課 Ⅲ 3 3 6 6 6 6 6
52 美術館 教育委員会 Ⅳ 3 3 6 6 6 6 6
53 大野運動公園 教育委員会 Ⅰ 4 4 6 6 6 6 6
54 大野見体育館 教育委員会 Ⅰ 4 4 6 6 6 6 6
55 スポーツ文化センター 教育委員会 Ⅰ 4 4 6 6 6 6 6
56 久礼テニスコート 施設管理課 Ⅰ 4 4 6 6 6 6 6
57 共同利用ハウス 農林課 Ⅱ 4 4 6 6 6 6 6
58 食鳥処理施設 農林課 Ⅱ 4 4 6 6 6 6 6
59 地力増進施設 農林課 Ⅱ 4 4 6 6 6 6 5 将来的に民間譲渡

60 農林産物処理加工施設 農林課 Ⅱ 4 4 6 6 6 6 5 将来的に廃止の方向

61 杜仲葉等加工施設 農林課 Ⅱ 4 4 6 5 5 5 5 契約解除後、管理の検討

62 町有墓地 環境課 Ⅲ 4 4 6 6 6 6 6
63 コミュニティー公園 施設管理課 Ⅲ 4 4 6 6 6 6 6
64 大野見四万十民俗館 教育委員会 Ⅳ 4 4 6 6 6 6 6
65 文化館 教育委員会 Ⅳ 4 4 6 6 6 6 6

66
コミュニティーセンター
（町民交流会館） 施設管理課 Ⅳ 4 4 6 6 6 6 6

67 海の家 水産商工課 Ⅳ 4 4 6 6 6 6 6
68 久礼保育所 教育委員会 Ⅴ 4 4 6 6 6 6 6
69 大野見保育所 教育委員会 Ⅴ 4 4 6 6 6 6 6
70 上ノ加江保育所 教育委員会 Ⅴ 4 4 6 6 6 6 6
71 大野見保健福祉センター 健康福祉課 Ⅴ 4 4 6 6 6 6 6
72 上ノ加江診療所 健康福祉課 Ⅴ 4 4 6 6 6 6 6
73 保健センター 健康福祉課 Ⅴ 4 4 6 6 6 6 6

74
人権啓発センター
（児童館、隣保館含む） 教育委員会 Ⅵ 4 4 6 6 6 6 6

75 鎌田老人憩いの家 健康福祉課 Ⅵ 4 4 6 6 6 6 6
76 医師住宅 施設管理課 Ⅶ 4 4 6 6 6 6 6
77 改良住宅 施設管理課 Ⅶ 4 4 6 6 6 6 6
78 教員住宅 施設管理課 Ⅶ 4 4 6 6 6 6 6
79 公営住宅 施設管理課 Ⅶ 4 4 6 6 6 6 6
80 特定公共賃貸住宅 施設管理課 Ⅶ 4 4 6 6 6 6 6
81 単独住宅 施設管理課 Ⅷ 4 4 6 6 6 6 6
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【別添資料②】

公の施設以外の施設の管理状況と今後の検証

16・17年度の
状況と異なる
区分を選択し
た場合の理
由と開始年度

中土佐庁舎 総務課 直営 管理範囲が広範囲で委託はなじまない。 直営
大野見庁舎 地域課 直営 〃 直営
防災無線施設 総務課 直営 庁舎に設置しているため 直営
高幡東部消防組合中土佐分署 総務課 直営 職務の特殊性から委託はなじまない。 直営

移動通信用鉄塔施設 企画課 直営 特段の管理業務が発生しない。 直営

大股農業共同館 企画課 委託 委託 地元管理　
栂ノ川集会所 企画課 委託 委託 地元管理　
くじら公園（子どもの園跡地） 施設管理課 直営
みすぎ公園 施設管理課 一部委託 一部委託
旧高知精工託児所（旧北僻地保育所） 施設管理課 直営 使用実態　無し 普通財産化を検討
学校給食センター 教育委員会 直営 職務の特殊性から委託はなじまない。 直営
小鎌田公衆トイレ 教育委員会 直営 小規模すぎて委託はなじまない 直営
ふるさと海岸トイレ 水産商工課 一部委託 一部委託 浄化槽維持管理と清掃を委託
大野の浜公衆トイレ 水産商工課 一部委託 一部委託 浄化槽維持管理と清掃を委託
上ノ加江漁港公園公衆トイレ 水産商工課 一部委託 設置は県、管理は町 一部委託 浄化槽維持管理と清掃を委託
矢井賀漁村公園公衆トイレ 水産商工課 一部委託 一部委託 浄化槽維持管理と清掃を委託
神母野公衆トイレ 水産商工課 一部委託 一部委託 浄化槽維持管理と清掃を委託
栂ノ川キャンプ場公衆トイレ 水産商工課 一部委託 一部委託 清掃を委託
源流の家公衆トイレ（バンガロー） 水産商工課 一部委託 一部委託 浄化槽維持管理を委託
天満宮前キャンプ場公衆トイレ 水産商工課 一部委託 一部委託 浄化槽維持管理を委託
アユ種苗センター公衆トイレ 水産商工課 一部委託 一部委託 浄化槽維持管理を委託
お買い物広場公衆トイレ 水産商工課 委託 委託
天満宮前キャンプ場 水産商工課 委託 委託
栂ノ川キャンプ場 水産商工課 直営 小規模すぎて委託はなじまない 直営
炊飯場（大野見体育館横） 教育委員会 直営 小規模すぎて委託はなじまない 直営
大野見診療所 健康福祉課 貸付 貸付
適正処理困難物積替保管施設 環境課 直営 直営
簡易水道施設 環境課 一部委託 一部委託

施設名 担当課

16・17年度の管理状況 18～22年度までの検証

17年度新設

備考
区分

（直営・委
託・一部委

託）

委託とせず直営である理由
区分

（直営・委託・

一部委託）
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